
告 示 第１３６８号 

令和６年１１月１日 

 

鹿児島市長 下 鶴 隆 央 

 

    

物品購入等の契約に係る入札参加者の資格及び入札参加資格審査申請書の受付について

（公示） 

 

令和７年度において鹿児島市（市立病院、交通局、水道局及び船舶局を含む。以下同じ。）

が行う物品の購入、売払い若しくは修繕又は製造の請負（以下「物品購入等」という。）の契

約に係る入札又は見積りに参加する者に必要な資格を地方自治法施行令（昭和２２年政令第 

１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定等に基づき次のとおり定め

たので、同令第１６７条の５第２項及び第１６７条の１１第３項の規定等により公示します。 

なお、当該契約に係る入札又は見積りに参加しようとする者は、令和７年度における鹿児島

市物品購入等入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）を下記の要領で提出してく

ださい。 

 

 

記 

 

１ 入札又は見積りに参加する者に必要な資格 

(1) 一般競争入札又は見積りに参加する者に必要な資格 

一般競争入札又は見積りに参加することができる者は、次に定める資格要件を全て満た

す者であること。 

  ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者でないこと。 

  イ 営業に関し法令上許認可を必要とする場合において、当該許認可を得ている者である

こと。 

  ウ 印刷に登録を希望する者（取扱品が封筒のみの場合を除く。）にあっては、令和６年

１２月１日（以下「基準日」という。）において印刷機等を保有（リース等を含む。）

していること。 

 (2) 指名競争入札に参加する者に必要な資格 

   指名競争入札に参加することができる者は、(1)に定める要件を全て満たし、かつ、次 

に定める資格要件を全て満たす者であること。ただし、市長が特別の事情があると認める

ときは、この限りでない。 



  ア 事務所等 

本市に法人等設立（設置）申告書を提出してある事務所、営業所、出張所、店舗、事

業所等を有する法人又は本市内に事務所、営業所、出張所、店舗、事業所等を有する個

人であること。 

イ 販売等の実績 

基準日において、継続して１年以上の営業実績があり、基準日の属する事業年度の直

前の事業年度分に係る損益計算書に記載された売上実績が、次に掲げる額以上であるこ

と。 

(ｱ) 法人にあっては、４００万円 

(ｲ) 個人にあっては、１５０万円 

  ウ 従業員の数 

本市と実際に取引しようとする事務所等の常勤従業員の数が基準日において２人以上

であること。「常勤従業員の数」とは、法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、

個人にあっては事業主を含めたものをそれぞれいう。 

エ 経営の規模及び状況 

指名競争入札の方法によって締結する物品購入等の契約を的確に履行できる経営の規

模及び状況にあると認められること。 

（3）定例見積合わせに参加する者に必要な資格 

 定例見積合わせに参加することができる者は、(1) に定める要件を全て満たし、かつ 

(2)のアを満たす者であること。 

 

２ 申請書の受付要領 

(1) 申請書の受付期間 

令和６年１２月２日（月）から同月１３日（金）まで（当日消印有効） 

(2) 申請書の提出方法 

郵送 

(3) 申請書類 

 ア 鹿児島市物品購入等入札参加資格審査申請書（様式あり） 

 イ 電算登録票（様式あり） 

 ウ 添付書類（別表に記載のとおり） 

(4) 申請書の提出先及び問い合わせ先 

〒８９２－８６７７ 

鹿児島市山下町１１番１号 

鹿児島市企画財政局財政部契約課物品契約係（本館３階） 

電話 ０９９－２１６－１１６１ ファックス ０９９－２１６－１１６４ 



 

３ その他 

 (1) 名簿登載 

入札又は見積りに参加する資格があると認めた者については、鹿児島市物品購入等入札

参加有資格業者名簿に登載する。 

(2) 名簿の有効期間 

作成された名簿の有効期間は、令和８年３月３１日までとする。ただし、市長が新たに

令和８年度以降の鹿児島市物品購入等入札参加有資格業者名簿を確定するまでの間は、そ

の効力を有するものとする。 



別表 

 提 出 書 類 名 提 出 上 の 注 意 発 行 所 

１  誓約書 日付及び申請者欄を記入  

２ 
契約書の写し又は履行証

明書 

電算登録票２－２に記入した全ての契約実績につい

て提出 

履行証明書は

契約発注者 

３ 

（法人）商業登記簿謄本 
発行日が令和６年９月１日から同年１２月１３日ま

でのもの（コピー可） 
法務局 

（個人）身分証明書 
発行日が令和６年９月１日から同年１２月１３日ま

でのもの（コピー可） 
本籍地の役場 

４ 印鑑証明書 

（法人） 

発行日が令和６年９月１日から同年１２月１３日ま

でのもの（原本） 

法務局 

（個人） 

発行日が令和６年９月１日から同年１２月１３日ま

でのもの（原本） 

住所地の役場 

５ 

 

納税証明書（コピー可） 

 

※発行日が令和６年９月

１日から同年１２月１３

日までのもの 

（市税及び国民健康保険税

を納付してから日数が経っ

ていない場合、納付状況が

確認できる書類（領収書・

口座振替の方は通帳等）を

発行窓口へお持ちくださ 

い。） 

（法人の場合） 

ア 鹿児島市発行の「市税」の「滞納がないことの証 

明書」（鹿児島市内に事務所等がない場合は提出不 

要） 

イ 税務署発行の「消費税及地方消費税」の「納税証明

書その３」（「その３の３」でも可。未納税額のない

証明用。電子納税証明書も可とするが、電子データ（

ＰＤＦ形式）を紙に印刷して提出） 

ア 資産税課 

又は各支所 
 

イ 本社所在 

地の税務署 

（個人の場合） 

ア 鹿児島市発行の「市税」の「滞納がないことの証 

明書」（鹿児島市内に事務所等がない場合は提出不 

要） 

イ 鹿児島市発行の令和６年度分の「国民健康保険税 

」納税証明書（使用目的が指名入札のもの）（鹿児 

島市国民健康保険以外の保険に加入している場合は、

その保険証のコピー、又は「健康保険被保険者資格証

明」や「資格確認書」のコピー等。（保険者番号、被

保険者番号・記号等をマスキングしたもの。事業主の

住所地及び事務所等がともに鹿児島市外の場合は、提

 

ア 資産税課 

又は各支所 
 
 

イ 国民健康 

保険課又は 

各支所 

 

 

 
 
 
 
 



出不要）） 

ウ 税務署発行の「消費税及地方消費税」の「納税証 

明書その３」（「その３の２」でも可。未納税額のな

い証明用。電子納税証明書も可とするが、電子データ

（ＰＤＦ形式）を紙に印刷して提出） 

ウ 住所地の 

税務署 

  

 

 

６ 財務諸表等 

（法人の場合） 

令和６年１２月１日直前１期分の財務諸表（貸借対照

表、損益計算書）のコピー 

（個人の場合） 

令和５年分所得税の確定申告書（個人番号（マイナン

バー）の記載がある場合は、当該番号をマスキングした

もの。第一表）・損益計算書（収支内訳書）・貸借対照

表等のコピー 

 

７ 契約実績調書 
官公庁以外の実績について大分類ごとに１件ずつ記

入 
 

８ 委任状 
本社から営業所等に年間委任する場合のみ提出（原本

に限る。） 
 

９ 営業許認可証等 

登録を希望する営業種目に次の営業種目がある場合

に認可証等のコピーを提出 

「自動車修理(220)」「石油(250)」「ガス・薪炭(260)

」「薬品(420)」「医療用機器(430)」「その他(480)」 

登録を希望する営業種目について古物商許可を有す

る場合は許可証のコピーを提出 

主務官庁 

10 代理（特約）店証明書 
登録を希望する営業種目に関して代理店・特約店関係

がある場合に提出（コピー可） 
 

11 

障害者雇用状況報告書又

は障害者雇用報告書（市様

式） 

法定雇用障害者が１人以上になる規模（４０．０人以

上）の事業者は、障害者の雇用の促進等に関する法律（

昭和３５年法律第１２３号）第４３条第７項、障害者の

雇用の促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省

令第３８号）第７条及び第８条の規定に基づく「障害者

雇用状況報告書」のコピーを提出 

上記事業者以外で障害者雇用をしている場合は、市様

式にて提出 

 



12 印刷機器設備状況報告書 
大分類印刷に登録希望の場合のみ提出（取扱品が封筒 

のみの場合を除く。） 

 

 

13 
交通局物品納入等希望調

書 

交通局が指定する品名等の納入等を希望する場合の

み提出 
 

14 
水道局物品納入等希望調 水道局が指定する品名等の納入等を希望する場合の  

書 み提出  

15 
船舶局物品納入等希望調

書 

船舶局が指定する品名等の納入等を希望する場合の

み提出 
 

16 受付票 商号又は名称の欄のみ記入すること。  


